
―123 ―

＊ ほりぐち　きゅうごろう　文教大学人間科学部人間科学科

Ⅰ．はじめに

　「精神保健福祉」という用語は、1995年「精神
保健及び精神障害者福祉に関する法律」の制定に
伴って「精神保健福祉法」と略称されたことを契
機に、わが国で一挙に浸透した。それ以前は、福
祉分野では「精神障害者福祉」や「医療福祉」の
語が、また保健医療分野では「精神医療」や「精
神衛生」､「精神保健」､「精神保健医療」等の多様
な語が精神障害者支援の領域で用いられていた
が、1990年代後半にはそれらに代えて精神保健

福祉が使用される状況も出現した。その一方で、
2002年の社会保障審議会障害者部会精神障害分
会による「今後の精神保健医療福祉施策につい
て」において「精神保健医療福祉」の語が採用さ
れて以降、1980年代中頃より使用されてきた「精
神保健医療福祉」が政策領域を中心に再び用いら
れるようになっている。それは厚生労働省に設置
(2002年12月)された精神保健福祉対策本部の中
間報告「精神保健福祉の改革に向けた今後の対策
の方向｣ (2003年)や「精神保健医療福祉の改革
ビジョン」(2004年9月)、第18回社会保障審議会
障害者部会「今後の障害保健福祉施策について(改
革のグランドデザイン案)」(2004年10月)、今後
の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会に
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よる「中間まとめ」(2008年11月)及び「精神保
健医療福祉の更なる改革に向けて」(2009年9月)
等に顕著なように、1990年代の福祉と保健の統
合化政策の進展を踏まえ、あらためて「精神科医
療」および「精神保健」と「精神障害者福祉」の
各領域に対する整備を図ることによって、わが国
で残された精神障害者問題の解決へ向けた21世
紀の新たな政策動向に対応して使われるように
なったものといえる。そうした政策の中で登場し
た「精神保健医療福祉」に対して、「精神保健福祉」
の意味を考えると、あらためてその用語の存在意
義を問い直さざるを得なくなる。精神保健福祉の
わが国における定着過程については別に論じてい
るが（堀口2003,2005）、精神保健福祉という用
語が使用されるようになった制度・政策的要因は、
1995年「精神保健及び精神障害者福祉に関する
法律」と、1997年「精神保健福祉士法」が制定
されたことである。
　本論では、精神保健福祉という用語の存立の基
盤を探る基礎作業として、1990年代に成立した
2つの法制度をとりあげ、精神保健福祉の成立と
普及・定着に大きな影響を与えた法令や政府及び
関連団体等の文献資料を明らかにするとともに、
そこでみられる精神保健福祉の定義規定を中心に
検討することによって、「精神保健福祉」が表示
する意味を把握し、「精神保健福祉」概念の構造
を明らかにする。

Ⅱ． 法令・政府関係資料等にみられる

「精神保健福祉」概念

１． 「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」

の成立とその略称

１） 「精神障害者の福祉施策研究会」における「精
神保健福祉」

　1994年までの政府関係資料の中で「精神保健
福祉」の語を用いた例は、「精神保健福祉法」と「精
神保健福祉士」という2つの固有名詞以外での使
用例はごく僅かである。1993年に制定された障
害者基本法においてわが国の障害者規定に精神障

害者が明確に位置づけられたが、翌年の公衆衛生
審議会の意見書(「当面の精神保健対策について」
1994.8.)の中で、「精神障害者に対する『福祉対
策』については、さらに専門的観点から研究を行
う必要がある」と指摘されたことを受け、同年秋
に発足した「精神障害者の福祉施策研究会」(座
長：板山賢治)では、精神障害者の福祉法制をど
のように形成するべきかについての検討を行って
いる。研究会では翌1995年1月に『中間まとめ』
を提出したが、次にみるように、その報告書の中
では「精神保健福祉」の語が3ヶ所で用いられて
いる。

　障害者基本法を受けて、これをどのように位

置付けるかについては、

　①  精神障害者福祉法を精神保健法とは別個のも

のとして位置付ける。なお、この場合には、

老人保健法と老人福祉法との関係が参考とな

ろう。

　②  障害者基本法の成立を踏まえて、身体障害者

福祉法や精神薄弱者福祉法をも統合する形で

の障害者総合福祉法の制定を目指す。

　③  精神保健法を精神保健福祉法（精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律）に改める。こ

の場合、「福祉」の章立てを置く。

という3つの案が、これまで議論されてきている。

　このうち、障害者基本法の理念の下に、障害

者の三区分を超えて障害者総合福祉法を作ると

いう議論は、これまでとかく縦割行政の弊に陥

りやすかった現状に対し、先進的な考え方を含

むものである。

　一方、精神障害者は、障害を有するとともに、

疾患を有する者でもあるから、社会福祉的な事

業を行う場合にも、医療との関係は密接不可分

であり、また、現行の社会復帰施設のように、

精神保健でもありかつ福祉でもあるという部分

があり、また、現在の精神保健法においても
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、

すでに福祉的な施策を実質的に含んでいること
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

から
4 4

、精神障害者の福祉法制を精神保健法と別
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

法に切り離すよりも
4 4 4 4 4 4 4 4 4

、精神保健法の福祉的な側
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

面をさらに強化して
4 4 4 4 4 4 4 4 4

、保健と福祉を融合した法
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

制を実現する
4 4 4 4 4 4

ことが適切であるという意見もあ
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る。（中略）これまでの衛生と民生に二分されて

きた体制の中で、精神保健福祉法という精神保

健と福祉が融合した法律が登場する場合に、こ

れを運用していく行政の実施体制の整備が、重

要である。（中略）

　きめ細かな精神保健福祉を推進するためには、

地域のネットワークが重要である。   
（『 精神障害者の福祉施策研究会中間まとめ』

1995.1.　傍点引用者 )

　この『中間のまとめ』では、「精神保健福祉」
という単独語の使用は1例のみであるが、他の2
例は「精神保健福祉法」という法律名称の中で表
示されるものであり、「精神保健福祉」を「精神
保健及び精神障害者福祉」の略語として提示して
いる。
　その後1990年代後半に推進された精神障害者
の福祉政策は、この『中間まとめ』で示された③
の立場からすすめられることになった。上記③で
は、精神保健福祉法を「精神保健」と「精神障害
者福祉」との融合を目指した法制であるとその理
念を示しているが（図Ｃ）、特に注目すべき点は、
傍点部の記述のように、1987年精神保健法の制
定によって生成された「精神保健」概念（図Ｂ）
の中に組み込まれていた「精神障害者福祉」をさ
らに強化することによって、精神保健福祉法を創
設するとの方向を提示したことである。そのよう
な考え方に基づいて形成された「精神保健福祉」
の概念を図表化したものが、図Ｃである。

２）1995年精神保健福祉法における「精神保健
　　福祉」
　上述のように、精神障害者の福祉法は、精神
保健法に追加されることによって、「精神保健及
び精神障害者福祉に関する法律」として1995年
5月に成立した。法律の施行(同年7月)に先立ち、
厚生省注1)は法律の略称を「精神保健福祉法」と
することを次の通知によって明らかにした。

「 精神保健法の一部を改正する法律の施行につい

て」（厚生省保健医療局長通知1995.6.）

　今回の法律改正では、精神障害者の福祉を法

体系上位置づけて、精神保健と精神障害者福祉

を総合的に推進する法律とし、法律名も「精神

保健及び精神障害者福祉に関する法律」(以下略

称として「精神保健福祉法」を用いる｡ )に改め

たものである。（中略）福祉的な性格が明確な「自

立と社会参加の促進のために必要な援助」を法

律上位置付け、精神保健及び精神障害者福祉の

両面を総合的に行う法律として、精神保健福祉

法に改めたものである。 

　このように、法律の名称が長いため当初より一

図Ｃ 精神保健福祉

精神保健

精神障害者福祉

図Ｂ 精 神 保 健

精神障害者福祉

図Ａ 精神保健福祉（広義）

精神保健 精神障害者福祉
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民一般」を対象とする。
　④ 「精神障害者」に対応するのは「精神保健」

と「福祉」の両者である。　
　⑤ 「国民一般」に対応するものは「精神保健」

のみであり、「福祉」ではない。
　特にここで注目すべき点は、④と⑤である。①
～③は法律名の「及び」に示されるように、「精
神保健」と「精神障害者福祉」の両者は並列した
対等の関係にある。しかし④と⑤を比較すると、
両者は非対称的関係である。したがって、第1条
は、「国民全体を対象とする『社会福祉と精神保
健』の関係」を示すものではなく、あくまで「『精
神障害者福祉(精神障害者に限定された福祉)と精
神障害者を含む国民全体の精神保健』の関係」を
意味する規定であることがわかる。
　この法律がそうした非対称性を有しているの
は、言うまでもなく、本来、精神保健法という医
療に関する法律とは別に、精神障害者に対しても
福祉法が必要であるにもかかわらず、他の身体及
び知的障害とは異なり、福祉法が未整備であった
だけでなく、従来から保健医療の制度体系の中で
精神障害者対策が実施されてきたことから、精神
保健法の中に精神障害者の福祉が追加されて「精
神保健及び精神障害者福祉に関する法律」(＝精
神保健福祉法)として成立したという法律の成立
過程に理由がある。この法律は、もともと「精神
保健法」に「精神障害者福祉」が組み込まれたこ
とにより、すなわち「精神保健」の下位分野に「精
神障害者福祉」が位置づけられて「精神保健福祉
法」として成立したものである。そうした「精神
保健福祉」の成立状況を適切に表示した概念図が、
図Ｃである。しかし、法制度上は、第1条の規定
にみられるように、「精神保健福祉」の下位概念
として「精神保健」と「精神障害者福祉」が併存・
並列関係で位置することになった。図Ｄは、精神
保健福祉法第1条が持つ基本的な考え方を示して
いる。ところが、精神保健福祉法の成立は、その
結果として、「精神保健」と「精神障害者福祉」
の両者を包括した広義の「精神保健福祉」概念(図
Ａ)としての新しい意味をも生成していくことに
なるのである。注4)

般に略称で呼ばれることになった精神保健福祉
法の中では、「精神保健福祉」の用語は単独で使
用されておらず、精神保健福祉センター(第6条）、
地方精神保健福祉審議会(第9条，53条）、精神保
健福祉相談員(第48条)の3つの名称のなかでその
語が表示されるにすぎない。このことは同法律施
行令(精神保健福祉センターの名称が１ヶ所のみ)
および施行規則(別表の中で、精神保健福祉行政
概論、精神保健福祉職員、精神保健福祉センター
の記載がそれぞれ１ヶ所のみ)等においても同様
である。しかし「精神保健福祉」の語はみられな
いものの、精神保健福祉法の第1条には、法律が
示す基本的な考え方が提示されており、その法律
の成立は、その後の精神保健福祉の語が指し示す
方向に大きな影響を与えることになる。

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

1995.5.(1999改正)注２)

（この法律の目的）

　第１条　この法律は、精神障害者の医療及び

保護を行い、その社会復帰の促進及びその自

立と社会経済活動への参加の促進のために必要

な援助を行い、並びにその発生の予防その他国

民の精神的健康の保持及び増進に努めることに

よって、精神障害者の福祉の増進及び国民の精

神保健の向上を図ることを目的とする。

　これは精神保健福祉法の目的規定であり、法
律に規定する基本的な施策内容を示すとともに、
それによって、この法律が「精神障害者の福祉」
と「国民の精神保健の向上」の２つの目的を実
現するためのものであることを規定している。注3)

しかし、そうした法律の歴史的意義からこの条文
の内容を理解し評価するのではなく、「福祉」と

「精神保健」の関係のあり方に焦点をあて、この
第１条を検討すると、次の特徴があることが理
解できる。
　① 「精神保健」と「精神障害者福祉」の2つの

構成要素から成立する。
　② 「精神保健」と「精神障害者福祉」との位置

は、並列（併存）関係である。
　③ 「精神障害者」を対象とするとともに、「国
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３）厚生省通知等にみる「精神保健福祉」
　精神保健福祉法施行後の9月、国の行政機関の
文書において「精神保健福祉」を表題に初めて用
いた次の旧厚生省による文書が各都道府県等に通
知された。

「地域精神保健福祉対策促進事業実施要綱」(厚

生省保健医療局長通知1995.9)

１． 目的

　地域精神保健福祉対策促進事業は、精神保健

及び精神障害者の福祉に関し、地域の実情に応

じたきめ細やかな対策を実施することにより、

精神障害者の社会復帰及び自立と社会参加の促

進並びに国民の精神的健康の保持増進を図るこ

とを目的とする。

　この事業は、既に前年度予算要求の中で新年度
(1995年4月)から「地域精神保健

4 4 4 4

対策促進事業」
（地方自治体が地域の実情に応じて行う事業に補
助金を行う事業）として開始が決定されており、
事業名称は5月の法改正に伴って「精神保健」の
語の後に「福祉」が追加されたものである。通知
の中では「精神保健福祉」の定義についての直接
的規定はないものの、上述の通知の別紙「要綱」
の「目的」のなかで、「地域精神保健福祉

4 4 4 4 4 4

対策促
進事業」とは「精神保健及び精神障害者福祉」に
関して地域の実情に応じて行われる施策であると
明記し、精神障害者とその家族のみならず地域住
民を含む諸活動（地域精神保健福祉連絡協議会の
設置、普及啓発、社会復帰・社会参加促進、組織
化、情報提供、調査等）への支援を行う事業と位
置づけている。

　さらに、厚生省では、翌1996年1月に「保健
所及び市町村における精神保健福祉業務につい
て」を通知し、次にみるように、その別紙（運営
要領）において、地域保健法と精神保健福祉法制
定後における新たな保健所業務と市町村の役割を
明らかにした。そこでは、保健所が行う精神障害
者に対する社会復帰・社会参加への支援と地域住
民に対する精神的健康の保持増進等の活動を「精
神保健福祉業務」と定め、その中で「精神保健福
祉」の語を次のように定義している。

「 保健所及び市町村における精神保健福祉業

務運営要領」（厚生省保健医療局長通知･別紙

1996.1.）注5)

　保健所は、地域における精神保健福祉業務（精

神保健及び精神障害者福祉の業務をいう。以下

同じ。）の中心的な行政機関として、精神保健福

祉センター、福祉事務所、児童相談所、市町村、

医療機関、精神障害者社会復帰施設等の諸機関

及び当事者団体、事業所、教育機関等を含めた

地域社会との緊密な連絡協調のもとに、入院中

心のケアから地域社会でのケアへという流れに

福祉の理念を加えつつ、精神障害者の早期治療

の促進並びに精神障害者の社会復帰及び自立と

社会経済活動への参加の促進を図るとともに、

地域住民の精神的健康の保持増進を図るための

諸活動を行うものとする。

　この通知では、「精神保健福祉」を「精神保健
および精神障害者福祉」を意味する用語として明
確に規定するとともに、「精神保健」と「精神障
害者福祉」を「精神保健福祉」の下位概念として
提示した。また精神保健福祉業務に専任できる精
神保健福祉相談員の任命をはじめ、医師、精神
科ソーシャルワーカー、保健婦(士)、看護婦(士)、
臨床心理技術者、作業療法士、医療社会事業員、
事務職の協力によって精神保健福祉業務を担当す
ることを定めている。
　さらに各地方自治体に対して、「精神保健福祉
に関する業務は、原則として、単一の課において
取り扱うものとし、精神保健福祉課あるいは少な
くとも精神保健福祉係を設ける等、その業務推進

図Ｄ



『人間科学研究』文教大学人間科学部　第 31 号　2009 年　堀口久五郎

―128 ―

体制の確立を図るものとする」(前掲1996.1.)と、
地域における精神保健福祉の実施体制の整備を求
めたのである。これによって、1996年以降、地
方自治体の組織名称に精神保健福祉を名のる部
署が一挙に設置・増加することになる。注6)また、
同年7月、厚生省においても組織の再編が行われ、
従来の保健医療局精神保健課から新たに設けられ
た障害保健福祉部に精神保健福祉課が設置されて
いる。注7)こうして1995年精神保健福祉法の成立
を契機に、翌年には精神保健福祉の語の使用が全
国に拡がりをみせることになった。
　以上のような精神保健福祉を名のる法制度の創
設と行政組織の改組等にみられる制度・政策的要
因は、保健・医療・福祉関係機関・団体等の組織
名称や活動等の名称だけでなく、教育界や学界等
の多様な分野・領域における精神保健福祉の語の
採用やその使用の一般化に大きな影響を与えるこ
とになったのである。

２． 「精神保健福祉士法」の成立過程における「福

祉」と「精神保健」

１）精神保健福祉士法の成立以前の状況
　「精神障害者福祉」と「精神保健」との関係を
めぐる議論、すなわち「精神保健福祉」の名称で
呼ばれることになる議論は、上述の精神保健福祉
法の成立を求める議論とは別に、ほぼ同時期の保
健医療分野における新しい福祉資格制度の創設を
求める論議の中でも具体化することになる。それ
は、社会福祉士とは異なる新たな「医療福祉士」
構想からＰＳＷ単独の国家資格を求める1993年
以降の動向の中で、従来からの「医療福祉」分野
から「精神保健、精神障害者福祉」を分化・独立
させるかたちで「精神保健福祉士」の名称として
あらわれ、1994年には『精神保健福祉士法試案』
(日本社会党議員試案1994.1.)として明確に打ち
出されている。それに引き続き提起された同年3
月の日本精神医学ソーシャル･ワーカー協会(日本
精神保健福祉士協会へ1999年に名称変更)による

『精神保健福祉士法大綱案骨子』では、精神保健
福祉士が行う業務を「精神保健福祉業務」と名づ
け、その定義(案)を次のように提示した。注8)

 『精神保健福祉士法大綱案骨子』（日本精神医学

ソーシャル･ワーカー協会 1994.3.）

（定義）

１ この法律で「精神保健福祉業務」とは、次に

掲げる業務をいうものとすること。注9)   

   ①精神障害者等に係わる経済的問題の解決及び

調整援助  

  ②精神障害者等に係わる療養中の心理的･社会

的問題の解決及び調整援助 

  ③精神障害者等に対する受診･受療援助  

  ④精神障害者等に対する退院(社会復帰)援助

  ⑤精神保健の向上に係わる地域活動

２ この法律で「精神保健福祉士」とは、厚生大

臣の免許を受けて、精神保健福祉士の名称を

用いて、精神保健福祉業務を行うことを業と

する者をいうものとすること。

　この「精神保健福祉」業務の定義(案)は、検討
段階の案であることから対象規定等で曖昧な部分
もみられるが、「精神保健の向上」が明記されて
いるように、「精神障害者福祉」を主体とした活
動のみならず、「精神保健」の直接的関与やそれ
との関係が問題となる活動が含まれており、必ず
しも精神障害者に限定せず、地域住民一般を視野
に入れた規定として、「精神保健福祉」を広義に
理解しようとしていたことがわかる。
　ただ、この「精神保健福祉業務」の1つとして
提示された「精神保健」にかかわる業務は、ＰＳ
Ｗ業務における「医行為」をめぐる議論として新
しい資格制度を創設する上での重要な論点となっ
た。注10)厚生省は同年6月「精神科ソーシャルワー
カー業務研究会」を発足させ、厚生科学研究「精
神科ソーシャルワーカーの国家資格化に関する研
究(厚生科学研究)」(委員長：柏木昭)によってＰ
ＳＷ業務の検討を行っているが、そうした議論が
継続される中で、「精神保健福祉業務」という名
称は使用されなくなり、注11)「福祉」と「精神保健」
との関係をめぐる議論は制度的な論議が中心にな
るとともに、注12)「精神障害者福祉」に焦点があ
てられることになる。注13)
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２）1997年精神保健福祉士法における「精神保
　　健福祉」
　1997年に成立した「精神保健福祉士法」(以下、
1997年法)では、その資格名称である「精神保健
福祉」の語は単独で用いられてはいないが、注14)

第2条で「精神保健福祉士」の定義が規定された。
この第2条は、次のように精神保健福祉士という
名称が採用された理由から、「精神保健福祉」の
定義としてとらえうる一定の見解がある。
　
　精神保健福祉士は、精神障害者の保健及び福

祉に関する知識及び技術を併せ持ち、精神障害

者の社会復帰に関する援助を行うことに独自の

専門性があることから、その専門分野に注目し

た場合、「精神障害者の保健と福祉に関する知識

及び技術を併せ持つ者」という趣旨で「精神保

健福祉士」という名称を用いることとしたもの

である。

（ 『精神保健福祉士法詳解』厚生省大臣官房障害

保健福祉部精神保健福祉課監 1998.4.）

　この記述にみられる「精神障害者の保健」とは、
『精神保健福祉士法詳解』によれば、精神障害者
の社会復帰支援に必要な保健に関する専門知識･
技術のことであり、注15)「精神保健」を指している。
以下では、精神保健福祉士という名称が採用され
た理由である「精神障害者の保健(精神保健)及び
福祉」(＝「精神保健福祉」)とは何を意味するも
のなのかという点に焦点をあて、条文を検討する。
　　　　
　精神保健福祉士法（1997.12.）

　（目的）

　第１条　この法律は、精神保健福祉士の資格

を定めて、その業務の適性を図り、もって精神

保健の向上及び精神障害者の福祉の増進に寄与

することを目的とする。

　（定義）

　第２条　この法律において、「精神保健福祉士」

とは、第二十八条の登録を受け、精神保健福祉

士の名称を用いて、精神障害者の保健及び福祉

に関する専門的知識及び技術をもって、精神科

病院その他の医療施設において精神障害の医療

を受け、又は精神障害者の社会復帰の促進を図

ることを目的とする施設を利用している者の社

会復帰に関する相談に応じ、助言、指導、日常

生活への適応のために必要な訓練その他の援助

を行うこと(以下「相談援助」という｡ )を業と

する者をいう。

　これは1997年法成立時の条文であり、第1条
は法律の「目的」規定、第2条が精神保健福祉士
の「定義」規定として知られている。
　この2つの条文について、本論の議論に直接的
に関わるのは、第1条(目的)と第2条(定義)との関
係をどのように考えるべきであるかという点であ
る。2つの条文をみると、第2条の規定からは「精
神障害者」が法律の対象と見なされるのに対して、
第1条では「精神保健」と「精神障害者福祉」が
並列関係で配置されるために、精神障害者に限定
せずに国民全体を指すといったように、精神保健
福祉に対する広・狭2つの異なる見解やとらえ方
をもたらす規定でもあるからである。それゆえ精
神保健福祉概念の混乱をもたらす規定として解釈
される場合や、注16)精神保健福祉士を精神障害者
の支援のみならず、精神疾患・国民の精神保健問
題をも対象とする広範囲の領域で活躍が期待され
る職種として積極的に評価する根拠としてとりあ
げられる場合もみられることになる。注17)しかし、
ここでは、そうした各論者の実践的価値判断を伴
う法解釈の是非について問うことを意図しない。
本論では、あくまで法における精神保健福祉が表
示する意味を把握するために、法律の内容やその
決定に国の機関が責任を負っていると判断される
旧厚生省が監修した『精神保健福祉士法詳解』に
基づいて2つの条文の関係を検討する。
　『精神保健福祉士法詳解』によれば、注18)第1条
は、精神保健福祉士の定義である第2条で規定さ
れた具体的支援を行うことによって実現が期待さ
れる目的を掲げ、第2条は、その第1条の目的を
実現するために必要な支援を精神保健福祉士の業
務として定義するという相補的関係にある。第1
条の並列関係で置かれた「精神保健の向上」と「精
神障害者福祉の増進」という規定は、第2条で明
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記された支援を行うことによって、その結果、そ
の2つの目的が達成されるとしており、第2条と
の関係によってはじめてその意味が明確になるこ
とがわかる。精神保健福祉士の支援は、「精神障
害者の精神保健の向上」にとって必要不可欠なも
のであるが、「国民の精神保健の向上」はその結
果もたらされるものであるとしている。注18)した
がって、1997年法の精神保健福祉に対する考え
方は第2条の定義規定において直接的に表示され
ていることがわかり、第1条は法が目指す目的で
あって、あくまで第2条の結果であることが理解
できる。
　第2条の定義では、法律が規定するその対象
を「精神障害者」と明確に示している。新しく
創設された1997年法における「精神保健福祉」
のとらえ方は精神障害者支援に限定されており、
1995年法で示されている国民一般を対象に含む
広義の精神保健福祉とは明らかに異なっている。
第2条前段では、精神保健福祉士を「精神保健」
と「精神障害者福祉」の専門性を併せ持つ専門職
であると規定し、後段においてその業務を明らか
にしている。すなわち病院に入院したり社会復帰
施設を利用する精神障害者を対象として、その
社会復帰に関する相談援助を業務とすることを
明記している。『精神保健福祉士法詳解』によれ
ば、注18)精神障害者の社会復帰を促進するために
は、「医療的ケア」と「医療的ケア以外」の２つ
の支援が必要であり、精神保健福祉士の業務とし
て規定された「社会復帰に関する相談援助」業務
とは、医療的ケアとは異なる視点から行われる「医
療的ケア以外の支援」を指す。精神保健福祉士の
支援を「福祉に関する相談援助」業務ではなく、
医療的ケアとは異なる視点から行う「社会復帰に
関する相談援助」業務と位置づけた理由は、秋元
(1998)が指摘するように、「福祉に関する相談援
助」業務を行うことを定めた社会福祉士法とは異
なる資格制度として差異化を図る必要があったか
らであり、注19)「社会復帰に関する相談援助」業
務に必要なものが、「精神保健」と「精神障害者
福祉(精神障害者にとって必要な福祉)」の２つの
専門知識・技術であると規定している。このよう
に、1997年法の定義規定にみられる「精神保健

福祉」(＝「精神障害者の保健及び福祉」)とは、
精神障害者の社会復帰を促進する上で必要なもの
として、「精神保健」と「精神障害者福祉」を併
せ持つ存在であることを意味している。
　以上のように、1997年法の条文は、精神保健
福祉の意味を精神障害者に限定して理解する見解
の根拠となっている。こうした狭義の「精神保健
福祉」のとらえ方は、1995年精神保健福祉法で
示された広義の「精神保健福祉」とは明らかに異
なる。1995年法の「精神保健福祉」概念が図Ｂ
や図Ｃにみられるように、精神保健医療サイドか
らの強い影響力の中から形成されたものである
のに対し、1997年法で示された「精神保健福祉」
に対する考え方は、社会福祉の立場から生まれた
それへの取り組みのスタートであったことが理解
できよう。このような1997年精神保健福祉士法
の成立過程の中から生成された狭義の「精神保健
福祉」の概念を表示したものが、図Ｅである。

３） 「精神保健福祉士の養成の在り方等に関する
検討会中間報告書」にみる「精神保健」

　精神保健福祉士法が創設されて10年が経過し、
2007年12月から法改正に向けた作業が始められ
た。2008年10月に提出された『精神保健福祉士
の養成の在り方等に関する検討会 中間報告書』
(座長：京極高宣)では、今後の精神保健福祉士に
求められる役割として、これまでの「精神障害者
に対する社会復帰」支援だけでなく、「国民の精
神保健」の課題に対応した活動への期待が表明さ
れている。次の『中間報告書』の記述にみられる
ように、今後の精神保健福祉士の定義規定等を見
直す上で、「精神保健」は「地域生活支援」の語

図Ｅ 精神保健福祉（狭義）

※　　　線は精神障害者の対象領域を示す
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とともに重要なキーワードになっているように思
われる。　　

・ 制度創設当時に求められた「精神障害者の社

会復帰の支援」を担う役割については、その

重要性が一層高まっている。また、その一方で、

国民の精神保健の課題にも拡大がみられてい

る

・ 近年の精神保健の課題の拡大を背景として、

職域の拡大や、求められる支援が多様化して

おり、精神保健福祉士の役割が拡がってきた。

・ 精神保健福祉士についても、その他の関係職

種と同様に、行政機関等と協力して、国民の

精神保健の向上に資する予防及び普及啓発活

動に関する取組を行うことへの期待もある。 
『 精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討

会中間報告書』（2008.10.）

　これらは、『中間報告書』の中で「精神保健」
の語が記述されている文章の全てを抜粋したもの
であるが、これまでの精神保健福祉士法における
精神障害者を対象とした支援（狭義の精神保健福
祉）の規定のみならず、「国民全体の精神保健」
を視野に入れた支援（広義の精神保健福祉）を明
記することに対する期待であることが理解でき
る。これは、少なくとも1995年精神保健福祉法
と同様の次元に立つことへの期待とその実現を求
める動きとしてとらえられる。

Ⅲ．おわりに

　以上のように、精神保健福祉を名のる２つの法
制度の成立過程とその誕生は、精神保健福祉につ
いての異なる位相をもたらした。１つは、精神保
健福祉の対象規定の違いであり、1995年精神保
健福祉法では精神障害者のみならず国民一般を
対象に含むものとしてとらえ、注20)1997年精神保
健福祉法では精神障害者に限定してとらえるとい
う制度上の対象規定における異なる考え方がみら
れることである。もう１つが、精神保健福祉の概
念規定の差異である。すなわち精神保健法から
1995年精神保健福祉法への成立過程においては、

複数の「精神保健福祉」概念が交錯し、1997年
精神保健福祉士法の成立過程では、狭義の「精神
保健福祉」概念が形成されることになったのであ
る。

　最後に、これまで提示した「精神保健福祉」の
概念図について解説する。本論の「精神保健福
祉」の概念図における「実線」で表示された円は、

「精神保健」が対象とする活動領域を指し、「点線」
で表示する円は、「精神障害者福祉」が対象とす
る活動領域を指している。たとえば、図Ｂは、か
つては異領域であった「精神障害者福祉システ
ム」が「精神保健システム」の一部に組み込まれ
たことにより、精神保健システムの一要素(下位
システム)として位置づけられることになった状
態を示している。また、図Ｄは、「精神障害者福
祉システム」と「精神保健システム」という異な
る2つのシステムが併存・並列関係を結んだこと
によって、相互に連携・協力の関係を取り結ぶこ
とになった状態を示すものである。
　「点」線と「実」線の違いは、「精神保健」が国
民全体を対象とするのに対して、「精神障害者福
祉」は精神障害者のみに限定されるために、「精
神保健」と「福祉」が対等の次元に位置していな
いことを表示する。社会福祉学における現在の「精
神保健福祉」概念が抱える課題は、まさにこの点

図Ｆ
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では、注を省略して引用を行った。
10)日本精神医学ソーシャル・ワーカー協会東京

都支部編(1995)p.198.
11)『精神保健福祉士法大綱案骨子』の翌月にＰ

ＳＷ協会がまとめた『精神医学ソーシャルワー
カー法大綱案骨子』(1994.4.)では、法律の「目
的」に「精神保健法の趣旨に則り適切な精神保
健の確保に寄与すること」を掲げ、それに続く

「業務」の「定義」規定では、「精神保健福祉業務」
ではなく「精神医学ソーシャルワーカーの業務」
へ変更されるとともに、前『骨子』の定義(案)
で明記されている「精神保健」の語は削除され
た。その後、「精神保健福祉業務」は、本文で
述べたように、保健所の業務として規定される
ことになる。

12)精神保健福祉士による精神障害者業務の際に
必要な精神疾患や精神保健への対応について
は、主治医からの「指示」でなく、「指導」を
要件とした規定の成立など、精神保健福祉士法
によって制度上の解決が図られたことは周知の
通りである。

13)当時のこの点に関する検討については、石川
到覚(1999)の次の記述を紹介したい。

「精神医学ソーシャルワーカーの資格化を検討
した厚生科学研究では、専門職性の対象と組織
別の専門分化を提示し、保健・医療専門職との
相違点を明らかにすることに貢献した。だが、
この研究も、研究目的の焦点が大幅に遅れてい
た精神障害者福祉に当てられ、社会福祉の全体
性と精神保健福祉領域の特徴を踏まえる概念規
定の分析までには至らなかった。」

14)精神保健福祉士法および同法施行令(1998.1.)
ともに「精神保健福祉士」の名称のみが、同法
施行規則(1998.1.)では、「精神保健福祉士」、「精
神保健福祉センター」、「精神保健福祉論」、「精
神保健福祉援助技術」の４名称が記載されるの
みである。

15)厚生省監(1998)p.24.
16)坂野(2007)p.10.
17)田中(2009)pp.391-392.（日本社会精神医学

会編[2009]所収）
18)『精神保健福祉士法詳解』(pp.19-20)では、

にある。
　図Ｆは、「精神保健」と「福祉」が対等の次元
に位置する概念図である。すなわち「『国民全体』
を対象とした『社会福祉システムと精神保健シス
テム』を中核とした関係体」である最広義の「精
神保健福祉」概念を表示するものである。そうし
た最広義の「精神保健福祉」への展開は、「精神
障害者福祉」をより成熟させるとともに、「精神
障害者福祉」のみを独立させ別枠とする福祉サイ
ドの枠組を除去することによって達成されると考
えられる。

注

1)本論では、機関･団体等の組織名称や文献資料
名および法律の条文については、一部を除き、
当該年月時点の名称や法律が公布された時点の
表記で記述した。

2)第1条の前段の「精神障害者」という規定は
1999年の法改正によって改められたもので、
1995年法成立時においては「精神障害者等」
と規定されていた。本文では、1999年法改正
後の条文を記載した。

3)精神保健福祉研究会監(2000)pp.53-54.
4)堀口久五郎(2003)(2005)を参照。
5)この通知は、2000年3月31日厚生省大臣官房

障害保健福祉部長通知「保健所及び市町村にお
ける精神保健福祉業務について」によって廃止
され、それ以降、「精神保健福祉業務」につい
てはその通知に基づき、本文の記述とほぼ同様
の内容で継続されている。

6)例えば都道府県レベルの部署において、精神
保健福祉センターや精神保健福祉審議会を除
き、精神保健福祉を名のる組織(課,係,室,担当,
グループ等)を持つ都道府県・政令指定都市は、
2008年12月時点で、47都道府県中12県、17
政令指定都市中6市であった。

7)精神保健福祉課の名称は、精神･障害保健課の
課名に改組される2006年3月まで続くことに
なる。

8)日本精神医学ソーシャル・ワーカー協会東京都
支部編(1996)p.129．

9)この定義には、※印で注の記載があるが、本論
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1997年法における「精神保健福祉士と精神保
健の向上及び精神障害者の福祉の関係」につい
て、次のように述べている。

　　 　「精神障害者は、精神疾患を有する傷病者で

あるとともに、精神疾患のために日常生活又

は社会生活を営む上での制限を受けている障

害者であることから、社会復帰を遂げるため

には、医療的なケアとそれ以外の支援の両面

の支援が必要である。また、これらの支援は

極めて密接な関係を有しており、精神保健福

祉士自身は、医療的なケアを行うものではな

いが、精神保健の主要な内容の一つである社

会復帰の促進のため医療的なケア以外の支援

の業務を行うものであり、精神保健福祉士に

よる支援は個々の精神障害者の『精神保健の

向上』に欠かせないものである。また、精神

保健福祉士資格が設けられることにより、医

療従事者との役割分担と連携も強化され、医

療的ケアの内容も充実し、精神障害者の社会

復帰の一層の促進が期待できる。精神障害者

の入院期間の短縮や、入院医療を必要とする

精神障害者の減少は、健常者も含めた我が国

全体における精神保健の向上にも資するもの

である。

　　したがって、精神保健福祉士の制度を創設

することは、『精神保健の向上』及び『精神障

害者の福祉の増進』に寄与するものである。」

19)本論では、法制度における精神保健福祉の意
味を把握することに焦点をあてているため、精
神保健福祉士法の定義規定と社会福祉士法との
関係について、ここではこれ以上立ち入らない。
精神保健福祉士資格制度の業務規定の位置や社
会福祉士法との関係については、秋元(1998)
pp.6-8.を参照。

20)精神保健福祉法制定以降、約5年ごとに法改
定による見直しが行われているが、その条文の
内容全体をみると、精神障害者の保健医療に重
点が置かれており、精神障害者福祉のみならず
国民一般のメンタルヘルスを維持する法として
の機能にかかわる規定は必ずしも明確でないこ
とはよく知られることである。本論は、精神保
健福祉の定義規定を中心的課題としており、法

律の条文の内容全体を問題としたものではない
ことをお断りしておきたい。
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［要旨］

　「精神保健福祉」という用語の存立基盤を探る基礎的研究として、1995年「精神保健及び精神障害者
福祉に関する法律」と、1997年「精神保健福祉士法」という精神保健福祉を名のる２つの法制度をと
りあげ、その用語の成立と普及・促進に大きな影響を与えた法令や政府関係資料を明らかにし、「精神
保健福祉」の「定義」規定を検討した。本論において、「精神保健福祉」概念の基盤にある「福祉」と「精
神保健」の関係の在り方を検討し、その位相を図表化して整理するとともに、新しい最広義の「精神保
健福祉」概念のモデルを提示した。


